


社会的養護退所児童等の自立支援  
【安心子ども基金の対象事業の追加】  

児童養護施設等の退所者等に対する就業支援  

た童i  



社会的養護入所児等の生活向上のための設備整備等  
による環境改善  

対象施設等  

児童養護施設、乳児院、情緒障害児短期治療施設、児童自立支援施設、母子生活支援施設、児童家庭支援センター、ファ  
ミリ1ホーム、自立援助ホーム、児童相談所（一時保護所含む）、婦人保護施設、婦人相談所（一時保護所含む）、里親、地  
域子育て支援拠点、母子家庭等就業・自立支援センター  
※県社協等が施設退所者、自立援助ホーム入所者、母子家庭等に対し、就職活動又は在宅就業等を支援するためにパソコンを貸し出す場合に  
必要なパソコンを購入するための経費も補助する。   



賃貸・改修等の補助対象の拡大（NPO等への支援）  

～ファミリーホーム■自立援助ホーム等の設置促進～  

【内 容】   

ファミリーホーム、自立援助ホーム、地域小規模児童養護施設等の設置促進を図るため、新たに設置するために必  
要な、   

・賃貸物件で実施する場合の賃借料（礼金を含む。以下同じ）・改修責（設備、備品を含む。以下同じ）   

・自前建物で実施する場合の改修責   

を補助する。   

【対 象】  

ファミリーホーム、自立援助ホーム、地域小規模児童養護施設、児童養護施設分園型自活訓練事業、小規模分園型   
（サテライト型）母子生活支援施設、児童家庭支援センター、婦人保護施設の地域生活移行支援施設  

’】   



質の向上のための研修体制の充実   



特定不妊治療の支援について  

給付事業   普及啓発事業  

昨今の厳しい経済状況の中で、経済的理由で不妊治療を断念する者が  
増加することがないよう、経済的負担の軽減を図り、少子化解消の一助に  

資する。（年間出生数の約2％は特定不妊治療を受けた者の子）  
女性が不妊になる要因l享、  

卵管閉塞、子宮内膜症、  
子宮頸ガンなど様々ある  

が、その要因や不妊治療  
に関する広報等を行い、  
不妊治療に関する理解を  

深める。  

（※2）子ども家庭総合研究事業  

○不妊症の病態解明と新たな診断t治療法の確立に向けた研究や不妊治療の   

あり方などについて研究を実施予定  

（※1）特定不妊治療費助成事業  

01年度当たり1回10万円（年2回まで）通算5年支給  
○所得制限730万円（夫婦合算の所得ベース）  

○実施主体・・都道府県、指定都市、中核市   
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ファミリー・サポート■センター事業の概要  
～ひとり親家庭等のファミリー・サポート・センター（病児・病後児の預かり等を含む）の利用の支援～  

ファミリー・サポートセンター事業においては、平成21年度から、病児・病後児の預かり、早朝・夜間等の緊急時の預かりなど  
のモデル事業（病児・緊急対応強化モデル事業）を行っているところである。これに加え、今般、ひとり親家庭や低所得者（生活  
保護世帯、市町村民税非課税世帯）等に対して利用支援を実施することにより、利用の促進を図る。  

○相互援助活動の例   

■保育施設までの送迎を行う。   

■保育施設の開始前や終了後又は学校の放課後、   

子どもを預かる。  

・保護者の病気や急用等の場合に子どもを預かる。   

一冠婚葬祭や他の子どもの学校行事の際、子ども   

を預かる。  

・買い物等外出の際、子どもを預かる。  

・病児■病後児の預かり、早朝・夜間等の緊急預かり  

度から）  

○実施市区町村（平成20年度）  

・579市区町村   

○会員数（※平成18年度末現在）  
・援助を受けたい会員 223，638人  
・援助を行いたい会員 83，836人  
・両方会員  29，948人   




